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公募型プロポーザル方式による企画提案募集公告 

 

 公募型プロポーザル方式による企画提案募集を実施するので、福井県財務規則（昭和３９

年福井県規則第１１号）第１６５条第２項第１号の規定により、次のとおり公告する。 

 

 令和７年６月 ５日 

 

                        福井県知事 杉本 達治 

 

 

１ 企画提案に付する事項 

（１）委託業務の名称 

令和７年度福井県広域捕獲事業業務委託 

（２）委託業務に関する公募型プロポーザル実施要領および仕様書等 

委託業務に係る公募型プロポーザル実施要領および仕様書（以下、「実施要領等」と

いう。）による。 

（３）事業実施期間 

契約締結日から令和７年１２月２６日（金） 

（４）契約限度額  

 実施要領等に記載 

（５）スケジュール 

令和７年 ６月 ５日（木） 公募開始 

６月１１日（水） 質問受付締切 

６月１３日（金） 質問への回答 

６月１８日（水） 企画提案公募参加資格確認申請書提出期限 

６月２０日（金） 企画提案公募参加資格の確認結果通知 

６月２５日（水） 企画提案書提出締切 

７月 ３日（木） 業務委託候補者選定委員会の選定結果通知（予定） 

７月 ４日（金） 業務委託候補者と契約金額協議（予定） 

７月１１日（金） 業務委託契約の締結（予定） 

 

２  企画提案参加者の資格 

企画提案参加者となりうる必要な資格は次のとおりとする。 

（１）単独の法人または、複数の法人による共同企業体であること、ただし、共同企業体の

場合は、代表者を定め、責任分担を明確にすること。 

 ① 単独法人の場合は、下記の条件を満たすこと。 

   ア 下記（２）から（９）に全て該当すること。 

   イ 福井県内に本社または主たる営業所を有する法人であること。 

  ② 共同企業体の場合は、すべての構成員が下記の条件および下記（２）から（７）を、

（８）から（９）については、構成員のいずれかが満たすこと。 

      ア  共同企業体協定書を締結していること。 

   イ 各構成員が、他の共同企業体の構成員として、または単独で重複参加をしていな 

いこと。 

   ウ 福井県内に本社または主たる営業所を有する法人であること。 

（２）福井県財務規則第１４６条に基づき知事が定める一般競争入札参加の資格（物品の

製造または購入契約にかかる競争入札参加者の資格等（昭和４２年１月２４日福井県

告示第２７号）により福井県競争入札参加者名簿に登載されたものに限る）を有する

者であること。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者

でないこと。 
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（４）福井県の指名停止処分を受け、その期間が終了していない者ではないこと 

（５）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申立て、会

社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申立てまたは破

産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立てがなされていな

い者であること。 

（６）福井県税、消費税および地方消費税を滞納している者でないこと。 

（７）次のアからオまでのいずれにも該当しない者であること。 

ア 役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合にはその役員またはその

支店もしくは常時契約を締結する事務所を代表する者をいう。以下同じ。）が暴力団

員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である者 

イ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する

暴力団をいう。以下同じ。）または暴力団員が経営に実質的に関与している者 

ウ 役員等が自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団または暴力団員の利用等をしている者 

エ 役員等が、暴力団もしくは暴力団員に対して資金等を供給し、または便宜を供与す

るなど直接的もしくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、または関与している者 

オ 役員等が暴力団または暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

（８）シカの捕獲研修業務・捕獲業務について、過去３年以内に受託実績を有している者。

ただし、捕獲業務の実績については、仕様書に記載の捕獲方法に限る。 

（９）本業務は、調査結果を踏まえた捕獲の実践および科学的知見に基づいた計画的な作業

の推進に係るノウハウを必要とすることから、受託者は環境省自然環境局に備える「鳥

獣保護管理プランナー」もしくは「鳥獣保護管理調査コーディネーター」登録簿に登録

された者が在籍することとする他、過去３年以内に都道府県が実施するシカもしくはイ

ノシシを対象としたカメラトラップ調査を請け負った実績を有している者 

 

３ 委託候補者の選定 

（１）委託候補者の選定は、公募型プロポーザル方式により行う。 

（２）企画提案への参加希望者は、企画提案への参加申込みを行ったうえで、仕様書の業

務内容をどのような手法、体制等で実行するのか、業務を遂行するに当たっての計画、

方法等について具体的に提案を行うこと。 

（３）提案内容等については、広域捕獲事業業務委託審査委員会（以下「審査委員会」と 

いう。）にて審査を行い、本業務の実施に際し最も適した提案者を委託候補者とする。 

 

４ 企画提案の参加における留意事項 

（１）次のいずれかに該当する場合は、審査および選定の対象から外し、もしくは委託候

補者の選定を取り消す場合がある。 

① 審査委員会の委員、審査および前提手続き業務に従事する職員または関係者に対

し、不正な接触行為その他の正当な手続きを妨げる行為の事実が判明した場合 

② 企画提案について不正な利益を得るために連合した場合 

③ 提出期限を過ぎて提出書類が提出された場合 

④ 提出した書類に虚偽の内容を記載した場合 

⑤ 企画提案参加者が２に定める参加資格を満たしていないことが判明した場合 

⑥ 本公告の内容に違反すると認められる場合 

⑦ 企画提案参加者による業務遂行が困難であると判断される事実が判明した場合 

⑧ 契約担当者があらかじめ指示した事項に違反した場合 

⑨ その他社会的信用を損なう行為等により、企画提案参加者が委託事業者として業

務を行うことについてふさわしくないと県が認めた場合 

⑩ その他審査および選定の手続きにおいて不正な行為があったと県が認めた場合 

（２）企画提案への参加希望者は、複数の提案書の提出を行うことはできない。 
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（３）提出期限後の提出書類の変更、差替えまたは再提出は認めない。ただし、誤字脱字

等の軽微なものを除く。なお、提出書類は、採用の有無にかかわらず返却しないもの

とする。 

（４）提出書類を提出した後に辞退する際には、辞退届（様式任意）を提出すること。 

（５）その他 

①提出された書類等は、情報公開の請求により開示することがある。 

②企画提案への参加に要する諸費用は、すべて企画提案参加者の負担とする。 

③本手続きにおいて使用する言語および通貨は、日本語および日本国通貨に限定する

ものとし、本手続きにおいて使用する単位は、日本の標準時および計量法によるも

のとする。 

④ 提出された書類は、企画提案参加者に無断で使用しない。ただし、委託候補者の

選定を行う作業に必要な範囲で、複製を作成することがある。 

⑤ 配布する資料等は、本企画提案応募に係る検討以外の目的において使用すること

を禁止する。 

 
５ 公募型プロポーザル方式に関する問い合わせ先等 

 問い合わせ先は次のとおりとする。なお、業務委託に係る実施要領等は、問い合わせ先にお

いて交付しないため、下記の福井県ホームページから、適宜確認し印刷すること。 

 （問い合わせ先） 

福井県農林水産部中山間農業・畜産課 鳥獣害対策室 

   福井県越前市上太田町４１－５ 南越合同庁舎 ３階 

   電話番号 ０７７８－２３－４５０７  ＦＡＸ  ０７７８－２３－６８７５ 

   E-mail  chusankan@pref.fukui.lg.jp 

   福井県農林水産部中山間農業・畜産課ホームページ 

    https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/021500/choujyugai/kouikihokaku.html 

 

６ 企画提案の参加手続等 

企画提案の参加希望者は、企画提案参加資格確認申請書等の書類を次のとおり提出し

なければならない。また、同参加希望者は、契約担当者から提出した書類等について説

明を求められた場合には、それに応じなければならない。 

（１）企画提案参加資格確認申請書等の提出期間、場所および方法 

① 提出期間 

期間は公募開始の日から令和７年６月１８日（水）までの午前９時から午後５時ま

で（必着）とする。ただし、土日祝日を除く。 

② 提出場所 

５の場所に同じ 

③ 提出方法 

持参または郵便（書留郵便その他これに準じる方法によるものに限る。）とし、

ＦＡ Ｘおよび電子メールによる提出は受け付けない。 

④ 提出書類 

〈単独法人の場合〉 

ア 企画提案参加資格確認申請書（様式第1号）  

イ 誓約書（様式第２号） 

ウ 応募に関する質問書（様式第３号） 

エ シカの捕獲研修業務・捕獲業務（仕様書に記載の捕獲方法に限る。）について、

過去３年以内に受託実績を有していることがわかるもの（契約書の写し等） 

     オ 環境省自然環境局に備える「鳥獣保護管理プランナー」もしくは「鳥獣保護管           

理コーディネーター」に登録された者が在籍していることが確認できる書類、 

また、過去３年以内に都道府県が実施するシカもしくはイノシシを対象とした

カメラトラップ調査の請負実績がわかるもの（契約書の写し等） 

カ 法人の登記事項証明書 
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キ 法人の定款 

ク 福井県税、消費税および地方消費税を滞納していないことを証する書類 

   〈共同企業体の場合〉 

ア 企画提案参加資格確認申請書（様式第１号） 

イ 誓約書（様式第２号） 

ウ 応募に関する質問書（様式第３号） 

エ 共同企業体協定書（写し）（様式第６号） 

オ 構成員のいずれかにおいて、シカの捕獲研修業務・捕獲業務（仕様書に記載の

捕獲方法に限る。）について、過去３年以内に受託実績を有していることがわ

かるもの（契約書の写し等） 

     カ 構成員のいずれかにおいて、環境省自然環境局に備える「鳥獣保護管理プラン 

ナー」もしくは「鳥獣保護管理コーディネーター」に登録された者が在籍して 

いることが確認できる書類および過去３年以内に都道府県が実施するシカもし

くはイノシシを対象としたカメラトラップ調査の請負実績がわかるもの（契約

書の写し等） 

キ 法人の登記事項証明書（※構成員毎） 

ク 法人の定款（※構成員毎） 

ケ 福井県税、消費税および地方消費税を滞納していないことを証する書類（※構 

成員毎） 

（２）企画提案参加資格要件の審査等 

① 企画提案参加資格要件の審査 

提出された企画提案参加資格確認申請書等に基づき、企画提案参加資格の要件等

の審査を行う。なお、必要に応じ参加希望者に対してヒアリング、書面、ＦＡＸお

よび電子メールにより企画提案参加資格要件等の審査に係る内容の回答要求や、関

係機関への意見照会を行うことがある。 

② 審査結果の通知 

企画提案参加資格確認申請書を提出した者について、審査の結果、不適合と認め

られる者に対してはその旨を通知する。この通知を受けた者はこの企画提案に参加

することができない。 

③ 企画提案参加資格要件等不適合の理由の説明要求 

企画提案参加資格要件等不適合通知を受け取った者は、令和７年６月２３日（月）

午後５時までに５の宛先にＦＡＸまたは電子メールにより、説明を求める書面を提

出することができる｡なお、この場合の回答方法はＦＡＸまたは電子メールによる

ものとする。 

（３）応募に関する質問の受付 

本案件の応募について不明な点がある場合は、契約担当者に対して説明を求める

ことができる。 

① 受付期間 

期間は公募開始の日から令和７年６月１１日（水）までの午前９時から午後５時ま 

    で（必着）とする。ただし土日祝日を除く。 

② 受付方法 

「応募に関する質問書（様式第３号）」をＦＡＸまたは電子メールで提出すること。

ただし、電話により契約担当者に着信の確認をすること。電話、来訪など口頭によ

る質問は受け付けない。 

③ 受付場所 

５の場所に同じ。 

④ 回答 

応募に関する質問・回答書に記載された連絡先に対し、ＦＡＸまたは電子メール

により、随時回答を送付する。 

質問および回答内容は、企画提案参加資格確認申請書の提出があった全ての者に対
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し、申請書に記載のあった連絡先にＦＡＸまたは電子メールで通知する。 

⑤ その他 

ア 企画提案の実施後に、仕様書についての不知または不明を理由として異議の申 

し立ては、できない。 

イ 質問者の所在地、名称、担当者氏名、電話番号、ＦＡＸ番号、電子メールアド 

レスを記載すること。 

ウ 企画提案書の審査に関する質問は回答できない。 

 

７ 企画提案書等の提出等 

（１） 企画提案書等の提出 

企画提案の参加者は、次の場所へ書類を直接持参または郵送（書留郵便その他これ

に準じる方法による）で提出するものとし、ＦＡＸまたは電子メールによる提出は受

け付けない。 

① 提出期限  令和７年６月２５日（水）午後５時まで（必着） 

② 提出場所 ５の場所に同じ。 

③ 提出書類 

・「企画提案書（様式第４号）」（７部提出） 

・「経費見積書（様式第５号）」（１部） 

（２） 企画提案書の説明 

企画提案の参加者は、ヒアリングや現地調査を実施する場合があるので、あらかじ

め承知しておくこと。なお、詳細については実施することとなった時点でその旨を別

途通知する。 

 

８ 委託候補者の審査および選定等 

（１）委託候補者の選定 

① 審査委員会において、審査基準表（別表１）に基づき、提出書類等を総合的に審 

査し得点化する。 

② 各審査委員の得点を合計し、総得点が最も高い者を委託候補者として選定する。 

③ 最も高い総得点となる企画提案の参加者が複数であった場合は、その中から各委 

  員の意見を踏まえた上で、委員長の判断により委託候補者を選定する。 

④ 企画提案参加者が１者の場合であっても、県の要求する基準を満たす提案と判断 

すれば、その者を委託候補者として選定する。 

⑤ 本応募において、県の要求する基準を満たす提案がなかった場合、委託候補者の

選定は行わず、改めて公募を行うものとする。この場合、今回の企画提案の参加

者の再応募を妨げない。 

（２）委託候補者および審査結果の通知方法等 

① 委託候補者および審査結果の通知方法 

委託候補者は福井県ホームページに公表する。また、審査結果は企画提案の参 

加者全員に郵送により通知する。 

② 他の企画提案の参加者に関する審査の内容については問い合わせに応じない。 

 

９ 契約の締結 

（１）委託候補者との契約 

選定された委託候補者と提出された企画提案を基本として委託契約の交渉を行

い、契約内容および別途定める予定価格の範囲内で委託金額を決定し、契約を締結

する。 

なお、委託候補者との交渉が不調となった場合、次点となっている県の要求する

基準を満たす企画提案の参加者と委託契約の交渉を行う場合がある。 

（２）契約書作成の要否および契約条項 

契約締結に当たっては、契約書を作成するものとする。また、契約条項は、別紙の
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契約書（案）のとおりとする。 

（３）契約保証金 

福井県財務規則（昭和３９年福井県規則第１１号）第１７１条、第１７２条および 

１７３条の規定に基づき手続きを行うこととする。 


